
「
一
般
会
計
歳
入
」

　
歳
入
面
で
は
固
定
資
産
税
収
入

を
約
二
十
三
億
八
千
万
円
計
上
し

て
お
り
ま
す
。
現
在
は
こ
の
大
き

な
収
入
に
よ
り
、
上
野
村
は
普
通

交
付
税
の
不
交
付
団
体
に
な
っ
て

い
ま
す
。
し
か
し
こ
の
収
入
も
、

昨
年
度
当
初
と
比
べ
て
約
二
億
円

程
度
減
少
と
見
込
ん
で
お
り
、
今

後
も
毎
年
大
き
く
減
少
し
て
い
く

も
の
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

　
今
年
度
予
定
し
て
い
る
小
学
校

建
設
や
福
祉
施
設
建
設
と
い
っ
た

大
き
な
事
業
に
つ
い
て
は
、
そ
の

財
源
と
し
て
国
庫
支
出
金
も
見
込

ん
で
い
る
た
め
、
こ
の
収
入
は
昨

年
度
よ
り
増
加
し
て
い
ま
す
。
県

支
出
金
に
つ
い
て
は
補
助
率
等
の

低
下
な
ど
も
あ
り
縮
小
傾
向
に
あ

り
ま
す
。
又
、
建
設
事
業
等
に
つ

い
て
は
村
債
も
利
用
し
て
お
り
、

今
年
度
は
大
き
な
事
業
も
予
定
さ

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
昨
年
度
に
比

べ
増
加
し
て
お
り
ま
す
。

　
グ
ラ
フ
で
歳
入
（
ア
）
を
見
る

と
国
県
支
出
金
な
ど
の
依
存
財
源

が
３０
・
２
％
で
昨
年
度
か
ら
約
１０

％
増
加
、
村
独
自
の
財
源
で
あ
る

自
主
財
源
は
６９
・
８
％
と
な
っ
て

お
り
昨
年
度
か
ら
約
１０
％
減
少
し

て
い
ま
す
。

「
一
般
会
計
歳
出
」

　
歳
出
に
つ
い
て
は
、
目
的
別
と

性
質
別
と
二
つ
の
グ
ラ
フ
で
表
し

て
あ
り
ま
す
。

　
目
的
別
と
は
、
文
字
ど
お
り
施

策
の
目
的
に
よ
り
区
分
す
る
も
の

で
、
予
算
書
等
も
こ
れ
ら
の
区
分

に
よ
り
作
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
性
質
別
と
は
人
件
費
や
普
通
建

設
事
業
費
と
い
っ
た
支
出
の
性
質

に
よ
り
区
分
す
る
も
の
で
す
。

　
今
年
度
の
主
な
事
業
は
別
記
の

と
お
り
で
す
が
、
普
通
建
設
事
業

費
は
１９
年
度
に
比
べ
四
億
百
五
十

万
円
の
増
額
と
な
っ
て
お
り
ま
す
。

　
ま
た
、
義
務
的
経
費
と
投
資
的

経
費
と
い
う
区
分
が
あ
り
ま
す
が
、

義
務
的
経
費
と
は
、
人
件
費
や
公

債
費
な
ど
の
よ
う
に
、
そ
の
支
出

が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
も
の
で

あ
り
、
こ
れ
ら
の
経
費
の
割
合
が

大
き
い
と
い
ろ
い
ろ
な
事
業
に
廻

す
財
源
が
足
り
な
く
な
り
、
財
政

運
営
上
は
好
ま
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　
上
野
村
に
お
い
て
は
、
日
当
の

廃
止
な
ど
人
件
費
の
削
減
、
事
務

の
合
理
化
や
創
意
工
夫
を
し
、
常

に
経
常
経
費
の
抑
制
を
図
っ
て
お

り
ま
す
。

平成２０年度  当初予算

一般会計総額　３９億６,６００万円

住み良い村づくりを目指して

村債
６億７,４３０.１万円
（１７.０％）

県支出金
８,０４１.５万円
（２.０％）

繰入金
１,７８４.９万円
（０.５％）

国庫支出金
３億６,３６８.７万円（９.２％）

その他
３,５３８.３万円（０.９％）

地方譲与税
４,３５８.５万円（１.１％）

自動車取得税交付金
地方消費税交付金
利子割交付金
交通安全対策特別交付金
配当割交付金
株式等譲渡所得割交付金

…………２,２８０.５万円
……………１,０７４.６万円

……………………５７.６万円
………７６.６万円

……………………２９.０万円
………２０.０万円

財産収入
諸収入
使用料及び手数料
繰越金
分担金及び負担金
寄付金

…………………２億０,７１０.４万円
………………………５,６８７.９万円

…………２,９３８.１万円
………………………１,７０７.４万円

……………２１９.９万円
……………………………０.１万円

村税
２４億３,７３９.７万円（６１.５％）

その他
３億１,２６３.８万円（７.９％）

地方交付税（地方特例交付金含む）
７４.３万円（０.０２％）

依存財源
３０.２％

自主財源
６９.８％

歳 入
３９億,６,６００万円

（ア）



歳 出
（目的別）

３９億６,６００万円

民生費
６億７,４５８.２万円
（１７.０％）

衛生費 １億５,７２８.９万円（４.０％）労働費　０.１万円（０.０％）

商工費
３,５２４.６万円（０.９％）

土木費
１億３,９１５.９万円（３.５％）

消防費
８,８４７.９万円（２.２％）

教育費
５億５,２２０.９万円
（１３.９％）

災害復旧費
６８.４万円（０.０２％）

諸支出金
３０.０万円（０.０１％）

予備費 １,０００万円（０.３％） 議会費 ３,３３４.２万円（０.８％）

総務費
１１億１,５１２.７万円
（２８.１％）

農林水産業費
６億３,９７５.９万円
（１６.１％）

公債費
５億１,９８２.３万円
（１３.１％）

維持補修費
予備費
出資金
貸付金

…………………４,０４８.４万円
………………………１,０００.０万円
………………………５,０４０.０万円
…………………………１８０.０万円

災害復旧費 ６８.３万円（０.０１％）

人件費
３億８,６０３.７万円（９.７％）

公債費
５億１,９８２.３万円（１３.１％）

扶助費
７,２６３.５万円（１.８％）

物件費 ７億７,１３４.１万円（１９.４％）

補助費
２億４,２９３.４万円（６.１％）

義務的
経費
２４.６％

その他
４４.８％

普通建設事業費
１２億１,２７９.０万円（３０.６％）

投資的経費
３０.６％

繰出費 ７,９７５.２万円（２.０％）

積立金
５億７,７３２.１万円（１４.６％）

その他　１億０,２６８.４万円（２.５％）

（イ）

歳 出
（性質別）

３９億６,６００万円

（ウ）


